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1. 相続タイムライン
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2. 相続財産の範囲
(1) 本来の相続財産
[image: ]
(1) 「プラスの財産(資産)」と「マイナスの財産(負債)」を総称して「財産」という。
(2) 親族の名義を借りて有価証券などの取引を行い、その配当金や譲渡益を被相続人が受け取っているという場合には、名義人で判断するのではなく、誰がその原資を出したのか、誰がその財産を運用・管理していたのか、誰に処分権があったのか、という事柄を総合的に判断して被相続人の財産であるかどうか決めることとなっている。


(2) みなし相続財産(相法3-1-1～6)
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(3) 非課税財産(相法12,21-3)
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3. 相続税額の計算手順
(1) 課税価額
[image: ]


(2) 課税遺産総額
[image: ]
· 基礎控除の額
1 平成26年12月31日以前に相続が開始した場合
定額控除　5,000万円
比例控除　1,000万円×法定相続人の数
2 平成27年1月1日以後に相続が開始した場合
定額控除　3,000万円
比例控除　600万円×法定相続人の数


(3) 相続税の総額
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(4) 各人の算出税額
[image: ]


(5) 各人の納付税額
[image: ]
· 納付は、原則として現金納付。ただし、これが困難で納付額が10万円を超える場合は、担保を提供することにより年賦で納付することができる延納の方法や、延納でも納付することが困難な場合には、相続財産による物納が認められている。


出典
http://www.houko.com/00/01/S25/073.HTM.
http://www2.hp-ez.com/hp/dcdc/page8.
岩下忠吾. (2015年9月10日). [4訂版]詳細相続税　資料収集・財産評価・申告書作成の実務. 千代田区, 東京都, 日本: 日本法令.
https://www.nta.go.jp/.
小池正明. (2015年11月20日). 事例で理解する相続税トラブルの原因と防止策. 千代田区, 東京都, 日本: ㈱清文社.
http://kurashige.ec-net.jp/.

2

image1.emf
有無の確認

10か月以内

相続開始

申告と納付

相続税の

相続開始後のタイムライン

所得税等の

H26.4.1 H27.2.1

相続税申告書の

作成



3か月以内

4か月以内

債務の確定

相続財産の

評価

遺産分割協議書の作成

遺産分割協議

四十九日法要

相続の放棄

又は限定承認

H26.7.1 H26.8.1

準確定申告

死亡届の提出

通夜・葬儀

初七日法要・香典返し

相続財産・

相続人の

確定

遺言書の


image2.emf
課税対象となる財産の種類と細目

種類 細目

1 土地(土地の上に存する権利を含む) 田、畑、宅地、山林、原野、その他の土地

2 家屋 家屋(構造及び用途)、構築物

3 事業用(農業用)財産 機械、器具、農機具その他の減価償却資産、商品、製品

半製品、原材料、農産物等、売掛金、その他の財産

4 有価証券 株式、出資、公社債、証券投資信託、貸付信託等

5 現金・預金 現金、普通預金、定期預金、通常貯金、定額貯金等

6 家庭用財産

7 その他の財産 立木、非事業用財産、特許権等の無体財産権、貸付金

未収金、書画・骨董、電話加入権その他

8 債務 借入金、賃貸不動産の預かり敷金等、未納の公租公課
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みなし相続財産

1 死亡保険金・年金受給権(※)

2 死亡退職金等・確定拠出年金(401K)の給付金(死亡一時金)

4 給付事由の発生していない郵便年金等定期金に関する権利

5 保障期間付定期金に関する権利

6 契約に基づかない定期金に関する権利

(※)H22.7.6最高裁判例により、「夫の死亡保険金のうち、年払いの年金

受給権(１０年間)につき相続税の対象で相続税を納付している場合に、

妻が受け取った初年度の年金につき所得税を課税したのは二重課税に

該当する」との判決が下った。

3

被保険者の保険事故の発生していない相続人負担の

生命保険契約に関する権利
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非課税相続財産

2 宗教、慈善事業等の公益事業用財産

4 個人立幼稚園等の運営権を相続した場合の教育用財産

5 心身障害者共済制度による給付金

8 国等へ寄付した相続財産の全額

1

墓所、墓石、仏壇、仏具、霊びょう及び祭具並びにこれらに準ずる

もの

3

所法78-3(寄附金控除)に規定する特定公益信託から学術に

学術に関する顕著な貢献を表するもの等として交付される金品で

学資の支給を行うことを目的とする特定公益信託から交付される

金品

7

確定拠出年金の給付金(死亡一時金)のうち一定額

(相続人一人あたり500万円)

6

相続人が取得した死亡保険金・死亡退職金のうち一定額

(相続人一人あたり500万円)
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・土地(路線価) ・墓地・仏具等 ・債務

・

建物(固定資産評価額)

・生命保険金の非課税額 ・葬儀費用

・事業財産 ・退職手当等の非課税額

・有価証券

・家庭用財産 ・生命保険金の非課税限度額

・その他財産 500万円×法定相続人の数

書画・骨董

電話加入権 ・退職手当等の非課税限度額

ゴルフ会員権 500万円×法定相続人の数

自動車

・みなし相続財産

生命保険金

退職金手当等

・３年内贈与財産

課税価額 課税財産 － 非課税財産 － 債務控除 ＝
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課税価額の合計額 － 基礎控除 ＝ 課税遺産総額
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